
平成２９年度海洋水産資源開発事業成果報告会プログラム 

～生産から流通に至る付加価値向上に向けた取り組み～ 

日時：平成２９年１２月１３日（水） 14:00～17:20 

場所：東京海洋大学 白鷹館２階多目的スペース(東京都港区港南4-5-7) 

（進行：開発調査センター所長 加藤雅丈） 

1 開催あいさつ 水産研究・教育機構理事長 宮原 正典 14:00-14:05 

2 開発調査センターの概要  開発調査センター副所長 伏島 一平 14:05-14:15 

3 成果報告 

1) 漁具漁法的なアプローチから始める底びき網漁業のカイゼン   14:15-15:00 

－秋田県北部地区を例に－ 

底魚・頭足類開発調査グループ 貞安 一廣 

秋田県北部地区のかけまわし漁法による底びき網漁業を例として，収益の改善を目指した生産システム全体の見直しを図る取

り組みを紹介する。調査全体の取り組みの第1段階は，漁業者の調査事業への理解度の向上が期待できる漁具漁法的なアプロー

チが主体であり，発表では不要物の入網低減を目指した既存漁具の改良に関する調査結果を紹介する。さらに，今後の展開とし

て，シミュレーションや模型実験を通した効率的な漁具改良の計画，小型魚の混獲を防止しつつ対象種の漁獲効率の向上を企図

した新規漁具の開発の方向性について述べる。また，並行した取り組みとして，付加価値の向上を企図した漁獲物の取り扱い方

法の改善による鮮度管理体制の強化や目玉となる新規商品の発掘などに加えて，新たな流通ルートを模索する等，生産システム

の再構築を目指した計画を紹介する。 

2) 漁獲物の付加価値向上に向けた船上取得情報（漁獲・生物情報と脂肪含量）の活用

－遠洋まぐろはえ縄での取り組み－   15:00-15:45 

浮魚類開発調査グループ 横田 耕介，中央水産研究所 木宮 隆 

遠洋まぐろはえ縄漁業における船上取得情報を用いた漁獲物の付加価値向上に向けた取り組みを紹介する。メバチを対象とし

て，船上取得情報（製品重量，生死，雌雄等）と仲買人の目利き及び販売結果等を用いたモデル解析の結果を紹介し，脂，生死

等が重要な価格決定要因であることを示す。さらに，船上での脂肪含量測定値の情報を用いた三崎市場での脂肪含量開示販売及

び相対ロット販売の取り組みを紹介する。今後の取り組みとして，1)蓄積している船上取得情報を有した販売結果データ及び市

況データ等を用いた総合的な検討（価格決定要因の詳細解析），2)船上取得情報を用いたさらなる付加価値向上への展望等にも

言及する。 

これらの取り組みで必要となる新たな脂肪測定器の開発とその経緯に関して紹介する。新規開発した脂肪測定器の今後の活用

展望と，すでに開始している取り組み（カツオ，ミナミマグロ等）にも触れる。 
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  ――――― 休憩 ―――――   15:45-16:00 

3)水産業における生産管理情報を活用した流通システムとの統合とデザイン 

－ICT等流通技術の活用による市場対応力の向上－ 16:00-16:45 

資源管理開発調査グループ 廣田 将仁 

品質向上による商品訴求や生産の効率化による経営改善を図るために，定置網漁業や近海かつお釣り漁業においては生産管理

情報をどのように活用し流通システムとの統合を図るべきか，その方向性について紹介する。沿岸漁業や近海かつお釣り漁業な

どの生鮮水産物流通では，漁獲，移動，販売に関する時間的なオペレーション管理の最適化が流通との統合に関して基本的なツ 

ールとなる。１）定置網漁業では，季節的に環境・生態条件をあらかじめ把握することで魚種や量，水揚・販売に関する最適な

オペレーションを計画できる可能性があり，この生産管理情報はICT等の流通技術を通じて流通サイドにも最適な販売方法の選

択肢を提供することができる。２）近海かつお釣り漁業においても同様に，魚群発見地点や性状，品質などの生産管理情報が流

通技術に乗ることで最終需要者へ至るまでの物流選択肢など流通サイドにとって評価を向上させるための有効な選択肢を提供す

る可能性がある。本報告では先行する養殖業での実例を援用しながら，今後の流通との統合デザインについて紹介する。 

4  全体質疑

5 閉会  

  16:45-17:15  

水産研究・教育機構理事  和田 時夫  17:15-17:20 




